
新旧対照表 改正後 改正前 第１条〜第５条【略】  （補助金の交付申請） 第６条 補助金の交付を受けようとする者は、土地改良事業補助金交付申請書（第１号様式）（以下「補助申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて、知事に提出しなければならない。  (1) 〜 (2) 略   (3) 実施計画書   (4) 〜 (6) 略 ２ 略   （補助の指令等） 第７条 略 ２ 略 ３ 事業の着手は、原則として、県からの補助の指令を受けて行うものとするが、やむを得ない事情により、補助の指令の前に着手する必要がある場合には、その理由を具体的に明記した交付決定前着手届をあらかじめ知事に提出するものとする。ただし、交付決定前着手届を提出できる事業は、国の要綱等で交付決定前着手が定められている事業に限るもの（対象事業は別添事業）とし、国において受理された場合のみ着手を認めるものとする。     （事業着手の届出） 第８条 削除  

第１条〜第５条【略】  （補助金の交付申請） 第６条 補助金の交付を受けようとする者は、土地改良事業補助金交付申請書（第１号様式）（以下「補助申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて、知事に提出しなければならない。   (1) 〜 (2) 略   (3) 実施計画書（別表の事業名欄の V-1（１）の事業にあっては、事業計画書（第 14 号様式））（削る）   (4) 〜 (6) 略 ２ 略   （補助の指令等） 第７条 略 ２ 略 ３ 事業の着手は、原則として、県からの補助の指令を受けて行うものとするが、やむを得ない事情により、補助の指令の前に着手する必要がある場合には、その理由を具体的に明記した交付決定前着手届をあらかじめ知事に提出するものとする。また、本届出が受理された場合においては、要綱第８条に規定される事業着手の届出を省略することができる。(削る)ただし、交付決定前着手届を提出できる事業は、国の要綱等で交付決定前着手が定められている事業に限るもの（対象事業は別添事業）とし、国において受理された場合のみ着手を認めるものとする。   （事業着手の届出） 第８条 補助の指令を受けた者は、補助事業に着手したときは、遅滞なく事業着手届（第４号様 式）を知事に提出しなければならない。(削る) 



改正後 改正前 第 9条〜第 13 条【略】  （事業完了の届出） 第 14 条 補助の指令を受けた者は、補助事業が完了したときは、遅滞なく、当該補助事業の完了の日の属する会計年度の末日までに事業完了届（第８号様式）に次に掲げる書類を添えて、知事に提出しなければならない。   (1) 〜 (6) 略   (7) 削除   (8) 〜 (9) 略 ２〜３ 略  第 15条〜第 18 条【略】  附則 1  この要綱は、令和６年２月２１ 日から施行する。 ２ １に掲げる通知による改正前の要綱に基づいて補助金の交付を申請している地区については、なお従前の例により取り扱うものとする。           

第 9条〜第 13 条【略】  （事業完了の届出） 第 14 条 補助の指令を受けた者は、補助事業が完了したときは、遅滞なく、当該補助事業の完了の日の属する会計年度の末日までに事業完了届（第８号様式）に次に掲げる書類を添えて、知事に提出しなければならない。    (1) 〜 (6) 略   (7) 別表の事業名欄の V-1（１）の事業にあっては、事業実績書（第 14号様式）(削る)   (8) 〜 (9) 略 ２〜３ 略  第 15条〜第 18 条【略】  〔新設〕             



改正後 改正前 別表 事業名 採択基準 補助率 (7)農地耕作条件改善事業 以下の基準を満たすとともに、農村振興局⻑が別に定める要件に該当するものであること （１）〜（２）略 （３）実施区域は、農地耕作条件改善事業実施要綱(平成 27 年４月９日付け 26 農振第2069 号)に定める区域内とする 表Ⅰ−(7) 略      

（１）〜（２）略 

          

別表 事業名 採択基準 補助率 (7)農地耕作条件改善事業 以下の基準を満たすとともに、農村振興局⻑が別に定める要件に該当するものであること （１）〜（２）略 （３）実施区域が、農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44 年法律第 58 号）第 8 条第2 項第 1 号に規定する農用地区域のうち、農地中間管理事業の推進に関する法律（平成 25年法律第 101 号）第 8 条第 2 項第 1 号に規定する農地中間管理事業を重点的に実施する区域又は当該区域に指定される見込みのある区域（重点実施区域等）であること 表Ⅰ−(7) 略 

（１）〜（２）略 

          



改正後 改正前 別表 事業名 採択基準 補助率 （Ⅱ−農地防災事業） Ⅱ−１ため池等整備事業  
（１）〜（３）略 （４）ため池等への転落等による被害の防止又は軽減を図るために安全施設の整備を行うもので、その総事業費が２００万円以上のもの （５）〜（７）略     

（１）〜（７）略 

Ⅲ−４農村資源エネルギー支援事業   
（１）〜（２）略 （３）水利施設管理強化事業実施要綱（令和３年３月 29 日付け 2 農振第 3534 号）及び基幹水利施設管理事業実施要綱（平成 8 年 7 月31 日付け 8 構改 A 第 595 号農林水産事務次官通達）の実施に関する次の業務  国営造成施設及び国営付帯県営造成施設を管理する土地改良区等を対象として農業水利施設の省エネルギー化を図るもの   

（１）〜（３）略 

  

別表 事業名 採択基準 補助率 （Ⅱ−農地防災事業） Ⅱ−１ため池等整備事業 （１）〜（３）略 （４）ため池等への転落等による被害の防止又は軽減を図るために安全施設の整備を行うもの（追加） （５）〜（７）略      

（１）〜（７）略 

Ⅲ−４農村資源エネルギー支援事業   
（１）〜（２）略 （３）水利施設管理強化事業実施要綱（令和３年３月 29 日付け 2 農振第 3534 号）（追加）の実施に関する次の業務  国営造成施設及び国営付帯県営造成施設を管理する土地改良区等を対象として農業水利施設の省エネルギー化を図るもの     

（１）〜（３）略 

  



改正後 改正前 

               

           

円 円 円 円 ％ 円 円 円 円 　工期令和　年　月～令和　年　月予定管理者0 0 0 0 0 0 　工期令和　年　月～令和　年　月予定管理者0 0 0 0 0 0 0 0

第２号様式（第６条及び第１４条関係） 経 費 の 配 分 及 び 事 業 計 画 の 概 要 （ 補 助 事 業 の 成 果 ）事 業 名 地 区 名 施工年度 備 考事 業 量 事 業 費 事 業 量 事 業 費 事 業 量 事 業 費 国 庫 補 助 金 国 庫 国 庫 補 助 金 以 外 の 財 源総 量 前 年 度 迄 本 年 度 翌 年 度 以 降事 業 量 事 業 費市 町 村 費 土 地 改 良 区純工事費測量試験費用地買収及補償費換地費工事費 小計
工種 費 目 補 助 率 県 費

工 事 費 計注)備考欄の工期について、完了時は年月日で記載すること。
純工事費測量試験費用地買収及補償費換地費工事費 小計

円 円 円 円 ％ 円 円 円 円 　工期令和　年　月～令和　年　月予定管理者0 0 0 0 0 0 　工期令和　年　月～令和　年　月予定管理者0 0 0 0 0 0 0 0

第２号様式（第６条及び第１４条関係） 経 費 の 配 分 及 び 事 業 計 画 の 概 要 （ 補 助 事 業 の 成 果 ）事 業 名 地 区 名 施工年度 備 考事 業 量 事 業 費 事 業 量 事 業 費 事 業 量 事 業 費 国 庫 補 助 金 国 庫 国 庫 補 助 金 以 外 の 財 源総 量 前 年 度 迄 本 年 度 翌 年 度 以 降事 業 量 事 業 費市 町 村 費 土 地 改 良 区純工事費測量試験費用地買収及補償費換地費小 計
工種 費 目 補 助 率 県 費

工 事 費 計注)新設
　　工事費（削る）
　　工事費（削る）純工事費測量試験費用地買収及補償費換地費小 計



改正後 改正前  削除                        

                         

第４号様式（第８条関係）
殿

 印
１２３

記

事 業 着 手 届○ ○ 第 号令和○○年○○月○○日奈 良 県 知 事 住 所 ○○○○○町○○番地事 業 主 体 ○○○代 表 者 ○○○長　　○○　○○　　　　令和○○年○○月○○日付け奈良県指令○○第○○号で補助の指令を受けた令和○○年度土地改良事業は、下記のとおり事業に着手したので奈良県土地改良事業補助金交付要綱第８条の規定に基づき届けます。
事 業 名地 区 名着 手 年 月 日 令和○○年○○月○○日



改正後 改正前  削除                        

 

        

第１４号様式（第６条及び第１４条関係）

農家意向調査 農地集団化調整 農地流動化調整 事業推進検討会 生産組織育成強化 農業構成利用再編
○○地区 延○○日 延○○日 延○○日 延○○日 延○○日 延○○日

土地利用調整推進事業計画（実績）
地区名 土 地 利 用 調 整 活 動 土 地 利 用 推 進 活 動



改正後 改正前 

           

 

 

第１５号様式（第１４条関係）令和○○年度 事 業 名 地 区 名 事業主体名 国庫補助率 ％事業主体名 称 材 質 形状・寸法 数 量 単 価 取得金額 検 査 耐 用 処分制限 備 考年 月 日 年 数 年 月 日(Ａ） (Ｂ) (Ａ×Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｃ＋Ｄ－１日)円 円 年
合 計注意） ④耐用年数については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年３月３１日大蔵省令第１５号）」により記入すること。

財 産 管 理 台 帳処 分 年 限 期 間

①１件の取得金額は５０万円以上のものとする。②取得金額÷数量＝単価（整数）となること。③取得金額の合計欄には「補助事業の成果」にある「純工事費」を記入し、取得金額の計算した合計と合致すること。（削る）

第１５号様式（第１４条関係）令和○○年度 事業 名 地区名 事業主体名 国庫補助率 ％事業主体名 称 材 質 形状・寸法 数 量 単 価 取得金額 検 査 耐 用 処分制限 備 考年月日 年 数 年月日(Ａ） (Ｂ) (Ａ×Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｃ＋Ｄ－１日)円 円 年
合 計注意） ③耐用年数については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年３月３１日大蔵省令第１５号）」により記入すること。

財 産 管 理 台 帳処 分 年 限 期 間

①１件の取得金額は５０万円以上のものとする。②取得金額÷数量＝単価（整数）となること。


